
当面の地域医療構想の
推進に向けた取組について

厚生労働省



具体的対応方針の再検証に関する
これまでの議論の整理と方向について
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【地域医療構想の実現に向けて】 令和元年９月２７日：医政局

１．地域医療構想の目的は、2025年に向けて、地域ごとに効率的で不足のない医療提供体制を構築する
ことです。地域医療構想の実現により、限られた医療資源をそれぞれの地域で真に活用し、次の時代
に対応した医療を構築することができると考えています。

２．地域医療構想の実現に向けては、関係者のご理解・ご協力の下、これまでも地域で議論が積み重ね
られてきましたが、さらに取組を進めていく観点から、今回、高度急性期・急性期機能に着目した客
観的なデータを国から提供し、改めて、それぞれの医療機関に対し、今後の医療機能のあり方を考え
て頂くことといたしました。
※客観的データについては、「地域医療構想に関するワーキンググループ」における議論に基づくものです。

３．今回の取組は、一定の条件を設定して急性期機能等に関する医療機能について分析し、各医療機関
が担う急性期機能やそのために必要な病床数等について再検証をお願いするものです。したがって、
必ずしも医療機関そのものの統廃合を決めるものではありません。また、病院が将来担うべき役割や、
それに必要なダウンサイジング・機能分化等の方向性を機械的に決めるものでもありません。

４．今回の分析だけでは判断しえない診療領域や地域の実情に関する知見も補いながら、地域医療構想
調整会議の議論を活性化し議論を尽くして頂き、2025年のあるべき姿に向けて必要な医療機能の見直
しを行っていただきたいと考えています。その際、ダウンサイジングや機能連携・分化を含む再編統
合も視野に議論を進めて頂きたいと考えています。

５．今後、地域の医療提供体制の確保に向け、病院のダウンサイジングや統廃合が必要と地域が判断す
る場合には、国としても必要な支援等を行ってまいります。

厚生労働省HP：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_06991.html
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具体的対応方針の再検証までの経緯
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これまでの経緯
○ 地域医療構想調整会議において２年間程度で集中的な検討を進めることとした中で、特
に公立・公的医療機関等に対しては、それぞれ「新公立病院改革プラン」「公的医療機関
等２０２５プラン」を策定し、民間医療機関との役割分担を踏まえ、公立・公的医療機関
等でなければ担えない分野へ重点化された具体的対応方針であるか確認することを求めた。

○ その結果、個別医療機関の具体的方針について、地域医療調整会議での合意は進んだが、
その合意内容が地域医療構想の実現に沿ったものになっていないのではないかとの指摘も
あったところ。

○さらに、「経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）」におい
ても、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分
析を行い、具体的対応方針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化されている
か等を、原則として2019年度中に対応方針の見直しを求めることとされたところ。

○ これらを踏まえ、地域医療構想ＷＧにおいて、「具体的対応方針の検証に向けた議論の
整理（たたき台）」について議論を行ってきた。

○ 具体的対応方針の検証方法としては、厚生労働省において、診療実績等の一定の指標を
設定し各構想区域の医療提供体制の現状について分析を行った上で、一定の基準に合致し
た場合は、厚生労働省から都道府県に対して、これまでの具体的対応方針に関する合意内
容が、真に地域医療構想の実現に沿ったものとなっているか、地域医療構想調整会議にお
いて改めて検証するよう要請することとしている。
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2040年に向けて人材不足等の新たな課題に対応するため、地域医療構想の実現に向けた取組、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革
を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革を実施する。
地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分析を行い、具体的対応方

針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったもの
となるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として
2019年度中（※）に対応方針の見直しを求める。民間医療機関についても、2025年における地域医療構想の実現に沿ったものとなるよう
対応方針の策定を改めて求めるとともに、地域医療構想調整会議における議論を促す。こうした取組によっても病床の機能分化・連携が進
まない場合には、2020年度に実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り方について検討し、できる限り早期に所要の措置を講ずる。地
域医療介護総合確保基金の配分（基金創設前から存在している事業も含む）における大幅なメリハリ付けの仕組みや国が主導する実効的な
ＰＤＣＡサイクルを構築するとともに、成果の検証等を踏まえ、真に地域医療構想の実現に資するものとする観点から必要な場合には、消
費税財源を活用した病床のダウンサイジング支援の追加的方策を講ずる。病床の転換や介護医療院への移行等が着実に進むよう、地域医療
介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの検証
を行い、必要な対応を検討する。 ※医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも2020年秋ごろまで。

地域医療構想の実現に向けて地域ごとの「地域医療構想調整会議」での具体的議論を促進する。病床の役割分担を進めるためデータを国
から提供し、個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する。これに
向けて、介護施設や在宅医療等の提供体制の整備と整合的な慢性期機能の再編のための地域における議論の進め方を速やかに検討する。こ
のような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよう、権限の在り方
について、速やかに関係審議会等において検討を進める。また、地域医療介護総合確保基金について、具体的な事業計画を策定した都道府
県に対し、重点的に配分する。

【経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年６月９日閣議決定）［抜粋］】

地域医療構想の実現に向けた個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針について、昨年度に続いて集中的な検討を促し、2018
年度中の策定を促進する。公立・公的医療機関については、地域の医療需要等を踏まえつつ、地域の民間医療機関では担うことができない
高度急性期・急性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を見直し、これを達成するための再編・統合の議
論を進める。 このような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよう、
権限の在り方について、速やかに関係審議会等において検討を進める。病床の転換や介護医療院への移行などが着実に進むよう、地域医療
介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの検証
を行い、必要な対応を検討するとともに、病床のダウンサイジング支援の追加的方策を検討する。

【経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）［抜粋］】

【経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）［抜粋］】
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地域医療構想の実現に向けたこれまでの取組について
１．これまでの取り組み

○ これまで、2017年度、2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立・公的医療機関等
においては地域の民間医療機関では担うことのできない医療機能に重点化するよう医療機能を
見直し、これを達成するための再編統合の議論を進めるように要請した。

○ 公立・公的医療機関等でなければ担えない機能として、「新公立病院改革ガイドライン」や
「経済財政運営と改革の基本方針2018」においてはそれぞれ、
ア 高度急性期・急性期機能や不採算部門、過疎地等の医療提供等
イ 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供
ウ 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
エ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・

先進医療の提供
オ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能
が挙げられている。

○ 2018年度末までに全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針が地域医療構想
調整会議で合意されるよう取組を推進。

公立・公的医療機関等に関する議論の状況

議論継続中

（病床ベース）

新公立病院改革
プラン対象病院

公的医療機関等2025
プラン対象病院

機能分化連携のイメージ（奈良県南和構想区域）

医療機能が低下している３つの救急病院を１つの救急病院（急性期）
と２つの回復期／慢性期病院に再編し、ダウンサイジング

機能再編
+

ダウンサイジング

急性期275床

急性期199床

急性期98床

急性期232床

回復期／慢性期90床

回復期／慢性期96床

418床
(▲154床）

572床

医師数
年間救急車受入件数

48.4人

2,086件 4,104件（1.97倍）

60.8人（1.26倍）

（３病院計）

機能集約化により医師一人当たりの救急受入件数が増え、地域全体の医
療機能の強化、効率化が促進された

地域医療構想の実現のための推進策

2019年３月末

○ 病床機能報告における定量的基準の導入

（36都道府県、79名（平成31年３月））

・調整会議における議論の支援、ファシリテート
・都道府県が行うデータ分析の支援 等

手術、重症患者に対
する治療等の実績が
全くない病棟

3.6万床

【2018～】基準の導入により、

高度急性期・急性期の選択不可

【従前】
高度急性期

急性期 （2017）

2018年10月からの病床機能報
告において診療実績に着目し
た報告がなされるよう定量的
基準を明確化し、実績のない
高度急性期・急性期病棟を適
正化

○ 2018年６月より地域医療構想アドバイザーを任命

○ 2018年６月より都道府県単位の地域医療構想調整会議の設置

合意済み

95%

議論継続中 5% 2%

合意済み

98%

○ 介護医療院を創設し、介護療養・医療療養病床からの転換を促進

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日）

資料１－１
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医政局地域医療計画課調べ（精査中）

公立病院・公的医療機関等の具体的対応方針の集計結果

9,937 8,637 
14,312 20,162 

114,785 108,568 

35,389 36,253 

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

公立病院
高度急性期 急性期 回復期 慢性期

ｰ 6,217床
(-5.4%)

+ 5,850床
(+40.9%)
-1,300床
(-13.1%)

※１ 具体的対応方針策定前の病床数として、2017年度病床機能報告を用いた。
※２ 合意に至っていない公立病院・公的医療機関等の病床数は除いて集計。

23,617 23,240 
18,710 24,555 

151,822 150,868 

108,144 104,632 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

公的医療機関等
高度急性期 急性期 回復期 慢性期

302,293床 +1,002床

ｰ 3,512床
(-3.2%)

ｰ 954床
(-0.6%)

+ 5,845床
(+31.2%)
ｰ 377床
(-1.6%)

174,423床 173,620床 303,295床

+ 864床
(+2.4%)

ｰ 803床

○ 高度急性期・急性期病床の削減は数％に留まり、「急性期」からの転換が進んでいない。
○ トータルの病床数は横ばい。
→ 具体的対応方針の合意内容が地域医療構想の実現に沿ったものになっていないのではないか。

2017年度の病床機能報告と具体的対応方針（2025年度見込）の比較 （参考）構想区域ごとの状況

病床数が減少する合意を
行った構想区域数

公立分 113 区域
公的等分 115 区域
民間分 131 区域

2017年度 2017年度2025年見込み 2025年見込み

○ 2015年度病床数と2025年の病床の必要量を比較すると、「高度急性期+急性期+回復期」の全国の病床数合計
は、89.6万床→90.7万床と増加する。

○ 公立病院・公的医療機関等の病床のうち、93％※は、高度急性期・急性期・回復期であり、具体的対応方針におけ
る2025年のトータルの病床数見込みの評価は慎重に行う必要がある。
※2015年度ベース

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日）

資料１－１
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地域医療構想の実現に向けたさらなる取組について

分析項目ごとに診療実績等の一定の指標を設定し、当該医療機関でなければ担えないものに重点化されているか分析する。
重点化が不十分な場合、他の医療機関による代替可能性があるとする。
A 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
B 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接
している。

２．今後の取り組み
- 合意形成された具体的対応方針の検証と構想の実現に向けた更なる対策

○ 2019年年央までに各医療機関の診療実績データを分析し、公立・公的医療機関等の役割が当該医療機関でなければ
担えないものに重点化されているか、合意された具体的対応方針を検証し、地域医療構想の実現に必要な協議を促進。

○ 今後、2019年年央までに、全ての医療機関の診療実績データ分析を完了し、「診療実績が少ない」または「診療実績が類似してい
る」と位置付けられた公立・公的医療機関等に対して、構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえつつ、医師
の働き方改革の方向性も加味して、当該医療機能の他の医療機関への統合や他の病院との再編統合について、地域医療構想調整会議で
協議し改めて合意を得るように要請する予定。

分析内容

分析のイメージ

類似の診療実績

診療実績が少ない

A
病
院

B
病
院

C
病
院

D
病
院

①診療実績のデータ分析
（領域等（例：がん、救急等）ごと）

民間

公立・公的等

②地理的条件の確認

A
B

C D

類似の診療実績がある場合のう
ち、近接している場合を確認

③分析結果を踏まえた地域医療
構想調整会議における検証

同一構想区域

近接 遠隔

①及び②により
「代替可能性あり」
とされた公立・公的
医療機関等

地域医療構想調整会議

医療機関の診療実績や
将来の医療需要の動向等を踏まえ、
医師の働き方改革の方向性も加味して、
○ 代替可能性のある機能の他の医療機関
への統合

○ 病院の再編統合
について具体的な協議・再度の合意を要請
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再検証に係る基本的考え方
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具体的対応方針の検証について

○ 厚生労働省は診療実績が少ない医療機関や、他の医療機関と競合している医療機関を明らかにすることを目的と
して、2019年年央までに、各医療機関の診療実績について、

Ａ 各分析項目について、診療実績が特に少ない。
Ｂ 各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互い
の所在地が近接している。

のいずれかの要件を満たす分析項目について「代替可能性がある（注）」とし、その結果を都道府県に提供する。

具体的対応方針の検証の対象について

○ 特に、今回、具体的対応方針の再検証の対象となる公立・公的医療機関等について、分析の結果から、
・１つ以上の分析項目において、「代替可能性がある」とされた医療機関を、「他の医療機関による役割の代替可
能性がある公立・公的医療機関等」、

・「他の医療機関による役割の代替可能性がある公立・公的医療機関等」のうち、大半の分析項目について「代替
可能性がある」とされた医療機関を、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公立・公的医療機関等」、

として位置づけることとする。

○ なお、全く診療実績のない分析項目については、「代替可能性がある」とはしていないが、大半の分析項目に
ついて、全く診療実績がない場合（注）は、医療機関として 公立・公的医療機関等でなければ担えない役割に重
点化できていないと考えられることから、そのような場合は、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公
立・公的医療機関等」として考えることとする。

注： 全く診療実績がない項目と「代替可能性がある」項目のいずれかが大半となる場合も含む。

注： ある分析項目について「A 各分析項目について、診療実績が特に少ない」という要件に該当するが、当該構想区域内に当該診
療行為を行っている医療機関が他にない場合、ただちに代替する医療機関があるとは言えないものではあるが、患者の流出入を勘案
しながら、隣接する構想区域の医療機関の実績等も踏まえ、代替可能性等を確認することも考えられることから、「代替可能性があ
る」と評価することとする。
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具体的対応方針の再検証における「再編統合」とは

○ 地域医療構想の実現に向けては、各地域において住民に必要な医療を、質が高く効率
的な形で不足なく提供できているかどうか、という視点の議論が不可欠である。

○ また、具体的対応方針の再検証を行うにあたっては、地域医療構想調整会議の活性化
が不可欠であり、それにより、地域の実情に応じた医療提供体制の構築が一層推進され
ると考えられる。

○ これらのことから、地域の医療提供体制の現状や将来像を踏まえつつ、個々の医療機
関の医療提供内容の見直しを行う際には、
・医療の効率化の観点から、ダウンサイジングや、機能の分化・連携、集約化
・不足ない医療提供の観点から、機能転換・連携

等を念頭に検討を進めることが重要である。
（これらの選択肢が全て「再編統合」に含まれると解する。）

○ そのため、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公立・公的医療機関等」
(「再検証対象医療機関」とする。)とされた医療機関が行う具体的対応については、地
域の他の医療機関等と協議・合意の上で行う上記の選択肢全てがとりうる選択肢とな
る。
※ 一部の公立・公的医療機関等が、地域のその他の医療機関との連携のあり方を考慮することなく医療機関同
士を統合することにより、その他の医療機関の医療提供のあり方に不適切な影響を与えることがないよう、
将来の医療提供体制について、関係者を含めた十分な協議を行うことが重要である。

11



診療実績の分析と再検証の要請の流れ（イメージ）（案）について

医療機関単位の
「診療実績が特に少ない」※1の分析

「診療実績が特に少ない」領域が
多数となる公立・公的医療機関等

例）9領域
※2
全て 再検証を要請

（医療機関単位）

領
域
・
項
目
ご
と
に
構
想
区
域

の
類
型
化

【公立・公的医療機関等ごとに集計】

多数の領域で「類似かつ近接」と分析される公
立・公的医療機関等
（例）６領域全て※6

→当該病院に再検証を要請（医療機関単位）
→当該病院が所在する構想区域における医療
提供体制について検証を要請※7 （都道府県
へ）

A） 「診療実績が特に少ない」の分析（がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期・災害・へき地・研修・派遣機能の９領域）

B) 「類似かつ近接」の分析

「類似の診療実績」
※4
の分析

＋近接
※5

の分析
（医療機関単位）

「類似の診療実績」
※4
の分析

＋近接
※5

の分析
（医療機関単位）

集約型※3

横並び型※3

（がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期の６領域）

注） 人口100万人以上の構想区域に所在する公立・公的医療機
関等は、類似の状況にある医療機関が多数に及ぶことから別に
整理が必要なため、今回は 「類似かつ近接」に係る再検証は要
請せず、今後、必要な検討を行うこととする。ただし、分析結
果は公表する。

※１ 「診療実績が特に少ない」の分析を実施する方法は別紙において詳述する。
※２ 「診療実績が特に少ない」領域には、実績が全く無い領域を含む。
※３ 領域・項目ごとに構想区域を「集約型」、「横並び型」に分類する方法は別紙において詳述する。
※４ 「集約型」及び「横並び型」ごとに「類似の診療実績」の分析を実施する方法は別紙において詳述する。
※５ 医療機関同士の近接について判断する方法は別紙において詳述する
※６ 実績が全く無い領域も「類似かつ近接」に準じて合計する。
※７ 都道府県に対し、検証を要請する内容については、別紙において詳述する。

注） 人口100万人以上の構想区域も含む。
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具体的対応方針の再検証の要請に
係る診療実績の分析方法等について
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A)「診療実績が特に少ない場合」に係る診療実績データ分析
について

14



診療実績データの分析における人口規模の考慮の必要性について

○ 各医療機関が所在する構想区域の人口規模によって、診療実績が影響を受ける。

○ そのため、人口規模が近い構想区域に所在する医療機関を一つのグループとして捉え、そのなか
で診療実績の比較を行うことする。（構想区域を人口規模によって数個のグループに区分して検討
する。）

○ 人口規模の分類に当たっては、政令市（50万人以上）や中核市（20万人以上）の基準などを参考
にしつつ、人口規模ごとの診療実績のデータも加味し、

・ 人口100万人以上の構想区域
・ 人口50万人以上100万人未満の構想区域
・ 人口20万人以上50万人未満の構想区域
・ 人口10万人以上20万人未満の構想区域
・ 人口10万人未満の構想区域

の５つに分類してはどうか。

10万人未満 10万人以上
20万人未満

20万人以上
50万人未満

50万人以上
100万人未満

100万人
以上

構想区域
数 80 77 102 55 25 人

口

構想区域数

15



（参考）構想区域の人口規模と医療機関の診療実績との関係

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/年)

構想区域の人口規模と医療機関の診療実績との関係

構想区域の人口規模 構想区域の人口規模 構想区域の人口規模

構想区域の人口規模構想区域の人口規模構想区域の人口規模

公立・公的医療機関等の診療実績を、所在する構想区域の人口規模に応じて比較したもの。
「消化器悪性腫瘍手術」： 胃がん、大腸がん、食道がん、肝臓がん、胆嚢・胆道がん、膵臓がんに対する開腹手術・腹腔鏡手術等が含まれる。

「脳卒中合計」： 脳動脈瘤クリッピング術、 超急性期脳卒中加算、脳血管内手術、経皮的脳血管形成術、経皮的選択的脳血栓・塞栓溶解術・経皮的脳血栓回
収術、経皮的脳血管ステント留置術、頭蓋内血腫除去術、減圧開頭術等が含まれる。

（注）

○ 所在する構想区域の人口規模が大きいほど、公立・公的医療機関等の診療実績が多い傾向がある。
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A 「各分析項目について、診療実績が特に少ない。」についての設定

○ 人口区分ごとに、各項目の診療実績について、一定の水準を設け、その水準に満たな
い項目について、「特に診療実績が少ない」こととする。

○ その基準については、横断的に相対的な基準を設定することとし、当該基準について
は、各項目の診療実績の分布等を踏まえ、人口区分によらず、下位33.3パーセンタイ
ル値とする。

診療実績データの分析における「特に診療実績が少ない」基準の設定について

17
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構想区域①
分娩件数の状況

「診療実績が特に少ない」

○ 各構想区域において、分析項目ごとに「診療実績が特に少ない」とされた公立・公的医療機関等が占め
る診療実績のシェアを算出しそれが全国規模でどのような分布をとっているかを項目ごとに分析。

○ 「診療実績が特に少ない」とされた公立・公的医療機関等の、構想区域内でのシェアの合計が10％未満
である構想区域が多数を占めていた。

（参考）構想区域ごとの「診療実績が特に少ない」とされた医療機関のシェアの状況

構想区域ごとの「診療実績が特に少ない」とされた医療機関のシェアの状況該当する
構想区域の割合

(%)

「診療実績が特に少ない」とされた
医療機関のシェア

公立・公的医療機関等の診療実績を、所在する構想区
域の人口規模に応じて比較したもの。
「消化器悪性腫瘍手術」： 胃がん、大腸がん、食道
がん、肝臓がん、胆嚢・胆道がん、膵臓がんに対す
る開腹手術・腹腔鏡手術等が含まれる。

「脳卒中合計」： 脳動脈瘤クリッピング術、 超急性期脳
卒中加算、脳血管内手術、経皮的脳血管形成術、経皮
的選択的脳血栓・塞栓溶解術・経皮的脳血栓回収術、
経皮的脳血管ステント留置術、頭蓋内血腫除去術、減
圧開頭術等が含まれる。

（注）

・ 「診療実績が特に少ない」公立・公的医療
機関等の分娩件数の合計：9件
・ 構想区域①での分娩件数の合計：100件

よって「診療実績が特に少ない」公立・公的医
療機関等の分娩件数のシェアは9％と算出され
る。
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医療機関数医療機関数医療機関数

医療機関数

医療機関数

医療機関数

人口20万人以上50万人未満の構想区域における診療実績に関するヒストグラム

人口区分別の診療実績の分布（例）

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/月)

診療実績
(件/年)

診療実績
(件/月)

19

※ 診療実績がある医療機関のみのパーセンタイル値で判断する。
※ 「消化器悪性腫瘍手術」： 胃がん、大腸がん、食道がん、肝臓がん、胆嚢・胆道がん、膵臓がんに対する開腹手術・腹腔鏡手術等が含まれる。
※ 「脳卒中合計」： 脳動脈瘤クリッピング術、 超急性期脳卒中加算、脳血管内手術、経皮的脳血管形成術、経皮的選択的脳血栓・塞栓溶解術・経皮的脳血栓回収術、経皮的脳血管ステント留置術、頭蓋内血腫除

去術、減圧開頭術等が含まれる。
※ 各領域（例：小児医療）の項目に対応する病床機能報告の項目（小児入院管理料のうち、一般小児医療に関連するもの等）は、厚生労働省が分析を進める上で、地域医療構想に関するWGの構成員

等の有識者と協議をしながら決定するものとする。
※ パーセンタイルは公立・公的医療機関等のうち、診療実績が「1」以上の医療機関で算出した。

（青実線） 下位20パーセンタイル
（紫丸点線） 下位30パーセンタイル
（橙破線） 下位40パーセンタイル
（赤長鎧線） 下位50パーセンタイル

凡例○ 各診療項目ごとの医療機関の実績の分布を参考に下記の通り示す



B)「各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診
療実績を有する医療機関が２つ以上あり、かつ、お互い
の所在地が近接している」に係る分析について
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B 「各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ
以上あり、かつ、お互いの所在地が近接している」について

① 構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が２つ以上ある
（＝「類似の診療実績をもつ」とする）

②「お互いの所在地が近接している」

のそれぞれについて、分析方法を次ページ以降の通り整理する。

「各分析項目について、構想区域内に、一定数以上の診療実績を有する医療機関が
２つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接している」についての分析

21



「類似の実績」の考え方について②
〔構想区域の類型化の手順〕
①診療実績が上位50％（累積占有率50％）以内に入っている医療機関を上位グループとする。
②上位グループの中で占有率が最低位の医療機関の実績と、下位グループのうち占有率が最高位である医療機関の実績と
を比較し、上位グループと下位グループで明らかに差がある場合を「集約型」、一定の差がない場合を「横並び型」と
する。

単独もしくは少数の医療機関が当該構想区
域の診療実績の大部分を担っている場合

集約型

上位グループ（累積占有率50％以内））

A B C D

集約型における「類似の実績」の基本的考え方：
① 実績上位グループに入っていない医療機関（C,D）
については、「類似の実績」と考える。

② 上位グループと下位グループで明らかな差がある。

診療実績
（件）

累積占有率50％

上位グループに
入っていない医療機関は、
「類似の実績」

上位グループの中に
下位と差がない医療機関がある場合

横並び型

A B C D E F

横並び型における「類似の実績」の基本的考え方：
① 上位グループに入っていない医療機関（D,E,F）については、
「類似の実績」と考える。

② 上位グループに入っている医療機関であっても、入っていない医
療機関と「一定の差」がない医療機関（B,C）は「類似の実績」と
する。
この場合の「一定の差」については、集約型に入っていない医療
機関のうち、最大の実績（D）の1.5倍以内であるか否かによって判
断する。

上位グループ（累積占有率50％以内）

累積占有率50％

☆一定の差※

集約型に入っていない
医療機関は、「類似の実績」

集約型に入っている医療機関で
あっても、入っていない医療機関
(D)と一定の差がない医療機関(B,C)
は「類似の実績」

※集約型に入っていない医療機関の
内、最大の実績（D)の1.5倍
以内は、「一定の差」が無いとする

22



各構想区域の診療実績の上位33.3パーセンタイル以上の医療機関のシェアの状況

○ 各構想区域において上位33.3%の医療機関による診療実績のシェアを項目ごとに算出し、それが全国規
模でどの様な分布をとっているのかを項目ごとに分析。

○ 上位33.3%の医療機関による、構想区域内の診療実績のシェアが50%より大きい構想区域が大半を占
めた。

構想区域ごとの上位33.3%の病院の診療実績シェアの状況該当する
構想区域の割合

(%)

構想区域内の上位33.3％の医療機関のシェアの合計

公立・公的医療機関等の診療実績を、所在する構想区
域の人口規模に応じて比較したもの。
「消化器悪性腫瘍手術」： 胃がん、大腸がん、食道
がん、肝臓がん、胆嚢・胆道がん、膵臓がんに対す
る開腹手術・腹腔鏡手術等が含まれる。

「脳卒中合計」： 脳動脈瘤クリッピング術、 超急性期脳
卒中加算、脳血管内手術、経皮的脳血管形成術、経皮
的選択的脳血栓・塞栓溶解術・経皮的脳血栓回収術、
経皮的脳血管ステント留置術、頭蓋内血腫除去術、減
圧開頭術等が含まれる。

（注）
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構想区域①
消化器悪性腫瘍の手術件数

上位33.3％の医療機関
⇒6病院中上位2病院

・上位33.3％の医療機関での消化器悪性腫瘍の
手術件数の合計・・81件
・構想区域①での消化器悪性腫瘍の手術件数の
合計・・100件

よって上位33.3％の医療機関での消化器悪性腫
瘍の手術件数のシェアは81％と算出される。

0%
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20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1 2 3 4 5 6

系列1 系列2

消化器悪性腫瘍手術 心筋梗塞等に対する
急性期心臓カテーテル手

術

脳卒中合計 救急車の受入台数 小児入院医療管理料・
新生児集中治療室管理料等

分娩件数

■：50%超 ■：50%以下
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実績上位グループと実績下位グループに属する医療機関の診療実績の差について
○ 各構想区域において、累積占有率50%を基準として医療機関を上位グループ、下位グループの2群に分ける。

○ 「下位グループの中で診療実績が最も多い医療機関」1の診療実績と、「上位グループに属する医療機関」の診療実績を比較した。

○ 多くの構想区域・分析項目において、 「下位グループの中で診療実績が最も多い医療機関」(p.20右図 D病院）の診療実績と、
「上位グループに属する医療機関」 (p.20右図 C病院）の診療実績との間に、2倍以上の差が存在する。

○ 2倍の差がついているものに関しては、上位グループと下位グループの間に「一定の差」があるものと考えられる。それに対して、1倍（差が
ない）の場合は、完全に「横並び」となっていることから、1倍と2倍の間で「一定の差」についての基準を設定することとし、当該基準につい
ては1.5倍を基準とする。

構想区域別 上位グループと下位グループの診療実績の比
（倍）

※₁ 上の箱ひげ図は各診療項目での診療実績の比の分布を示したもの。ひげの両端は外れ値を除いた最小値と、最大値を表している。箱は25パーセンタイル値、中央
値、75パーセンタイル値を表している。

※₂ 図中の「×」は平均値を表す。

消化器悪性腫瘍手術 心筋梗塞等に対する急性期心臓カテーテル手術 脳卒中合計
救急車の受入台数 小児入院医療管理料・新生児集中治療室管理料等 分娩件数

・ 多くの構想区域・分析項目におい
て、 「下位グループの中で診療実
績が最も多い医療機関」の診療実
績と、「上位グループに属する医療
機関」の診療実績との間に、2倍以
上の差が存在する。

公立・公的医療機関等の診療実績を、所在する構想区
域の人口規模に応じて比較したもの。
「消化器悪性腫瘍手術」： 胃がん、大腸がん、食道
がん、肝臓がん、胆嚢・胆道がん、膵臓がんに対す
る開腹手術・腹腔鏡手術等が含まれる。

「脳卒中合計」： 脳動脈瘤クリッピング術、 超急性期脳
卒中加算、脳血管内手術、経皮的脳血管形成術、経皮
的選択的脳血栓・塞栓溶解術・経皮的脳血栓回収術、
経皮的脳血管ステント留置術、頭蓋内血腫除去術、減
圧開頭術等が含まれる。

（注）
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②「お互いの所在地が近接している」の分析について

○ 各領域・分析項目について、ある医療機関から見た際に、一定の距離内に診療実績を
有する※他の医療機関がない場合は、「近接している医療機関がない」と考えることと
する。（逆の場合を「近接する医療機関がある」とする。）

○ この際、距離の検討にあたっては、公共交通機関の状況が各構想区域で異なること
や、夜間や救急搬送の所要時間を考慮する観点から、自動車での移動時間※２を用いて
はどうか。

A
B

C D

同一構想区域

近接 遠隔

一定の距離以内に
実績を有する医療機

関がある
一定の範囲内に1つし
か実績を有する
医療機関がない

所在地が近接していることについての分析

「近接する医療機
関がある」

「近接する医療
機関がない」

※ 「診療実績が特に少ない」医療機関の場合を除く
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○ 消防庁の発表（※１）によると、

• 救急要請から病院収容までの平均時間は約40分

• 現場出発から、病院到着までの平均時間は約12分

である。

○ 仮に、具体的対応方針の再検証の結果、最も近い病院まで20分以上の距離
がある医療機関（ア病院）の１つの機能を廃止することを決定した場合、ア
病院から20分以内の距離にある地域の一部では、当該地点で発生した患者
に対しては、対応可能な医療機関まで40分以上かけて搬送することとな
り、上記平均時間を超過する。

○ この様な状況も踏まえて、「近接」については、「自動車での移動時間が
20分以内の距離（※2） 」と定義することとする。

所在地が近接していることについての分析

※2 移動時間は、国土交通省総合交通分析システム（NITAS）の最新版（ver.2.5（2019年3月版））を用いて集計してい
る。道路の整備状況は、2016年3月時点の道路ネットワーク情報を使用している。計算は「道路モード」（有料道路が存
在する場合は、有料道路を利用）で行い、自動車の速度は法定速度としている。

※1 「平成30年版 救急救助の現況」より
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●最も近い医療機関までの移動時間集計
・病院の組み合わせの度数分布を表す
・組み合わせは、同一病院で最短時間に絞り込んでいる
・設置主体や診療実績での絞り込みは行っていない

94パーセンタイル(20分)

医療機関ごとに、最も近い医療機関までの移動時間を比較したとこ
ろ、94%の医療機関が、20分以内に別の医療機関が存在していた。

（参考）医療機関間の移動時間

医療機関数

移動時間（分）

27



再検証の要請内容等について
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公立・公的医療機関等に求める再検証の内容について

○ 具体的対応方針の記載事項は、従前から以下の２点としており、今回の具体的対応方
針の再検証により、①及び②の見直しの検討が必要となる。

① 2025年を見据えた構想区域において担うべき医療機関としての役割
② 2025年に持つべき医療機能※1別の病床数

○ なお、具体的対応方針の再検証に必要とされる公立・公的医療機関等や地域におけ
る詳細な検討プロセスに係る論点等は、別途整理し、提示する予定であるが、①及び
②の見直しについては、少なくとも当該医療機関における
・分析項目等に係る診療科の増減やそれぞれの診療科で提供する内容（手術を提供す
るか等）の変更
・前項の検討に伴って、医師や医療専門職等の配置
等についての検討が必要になると想定される。

○ その際、構想区域の今後の人口構成の変化や、それに伴う医療需要の変化も踏まえ
る必要がある。

○ これらの検討結果を踏まえ、
・①の見直し例として、「周産期医療を他医療機関に移管」、「夜間救急受け入れ
の中止」等
・②の見直し例として、「一部の病床を減少（ダウンサイジング）」、「（高度）
急性期機能からの転換」

等の対応※2が考えられる。
※2 例えば、A病院の消化器がん機能の手術機能をB病院に移管とし、A病院は、５０床（1病棟）を削減（ダウンサイジング）するとする。

⇒具体的対応方針としては、A病院の病床のうち、急性期病床50床の減少が報告される。

（※1 高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４つの医療機能のこと）
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具体的対応方針の再検証の要請について

○ 今回実施した診療実績データの分析結果を踏まえて、各公立・公的医療機関等において、各構想区
域の人口推計、将来の医療需要の変化などと併せて、地域の実情および必要に応じて、構想区域内で
の各医療機関の役割を見直すことなどを通して、具体的対応方針の見直し、確認を行うことが適切で
ある。

○ 特に、今回、一部の領域においては「診療実績が特に少ない」ことや「類似かつ近接」と分析され
る公立・公的医療機関等が明らかとなることがあるため、公立・公的医療機関等に対しては、診療実
績データの分析の結果、再検証の要請の対象ではないが、これらの「診療実績が特に少ない」ことや
「類似かつ近接」と分析された領域について、地域の実情に応じて、具体的対応方針の見直しの必要
性を検討するよう求めることとする。

○ その上で、対象となる全ての領域（※）で「診療実績が特に少ない」もしくは「類似かつ近接」と
された医療機関に対して具体的対応方針の再検証を要請することとする。

・ この際、上記医療機関に対しては、診療実績の分析結果を踏まえて、原則、具体的対応方針を
変更することを前提に、具体的対応方針の再検証を要請することとし、その再検証の結果につい
ては、地域医療構想調整会議において協議の上で合意を得ることを求めることとする。

・ ただし、例えば、近隣に医療機関がない場合で、診療実績の分析対象となっていない医療の提
供が地域にとって重要である場合や、ダウンサイジング等の一定の対応をとることで既に合意さ
れているような場合など、具体的対応方針の変更を検討する際に特に留意が必要な事項がある場
合は、これらの点について、地域医療構想調整会議において、明示的なかつ丁寧な議論を行うこ
とが重要である。
「診療実績が特に少ない」の分析の対象：がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期・災害・へき地・研修・派遣機能の９領域の全て
「類似かつ近接」の分析の対象：がん・心疾患・脳卒中・救急・小児・周産期の６領域の全て

※
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公立・公的医療機関等に求める議論について

○ なお、いくつかの領域において「診療実績が特に少ない」又は、「類似かつ近接」に該当
しているのにも関わらず、2019年3月末までに策定・合意された具体的対応方針において機
能や病床数の変更を行っていない医療機関に対しては、対応が必要と考えられる。

○ そのため、 2019年3月末までに策定・合意された具体的対応方針が、現状追認（※）と
なっているような医療機関に対しても具体的対応方針についての議論を求めることとする。

・ ただし、具体的対応方針が現状追認となっている場合であっても、近隣に医療機関が
ない場合で、診療実績の分析対象となっていない医療の提供が地域にとって重要である
場合など、具体的対応方針の変更を検討する際に特に留意が必要な事項がある場合は、
これらの点について、地域医療構想調整会議において、明示的なかつ丁寧な議論を行う
ことが重要である。

・ 具体的対応方針の変更を行う場合には、地域医療調整会議で合意を得ることを求める
こととする。

※ 2025年時点における機能と病床数、担う役割等（具体的対応方針）が、現在の機能と病床数、担っている
役割等について大きな変更がない場合、もしくは具体的対応方針における病床数が現在の病床数よりも多い
場合を、「現状追認」とする。
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構想区域全体に求める検証の内容について

○ 「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機関」を有する構想区域に
ついては、
・当該医療機関と類似の実績を有する他の医療機関が領域ごとに異なること
・そのため、機能連携や機能再編等の相手方の医療機関が領域ごとに異なること
や複数の医療機関にわたること
等が予想される。

○ そのため、「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機関」を有する構想区
域において、構想区域全体の2025年の医療提供体制について、目指すべき姿（少なく
とも、6領域についての医療機関ごとの役割分担等（「多数の領域で『類似かつ近接』
と分析される医療機関」のあり方も含む））を検証することを都道府県に対して要請
してはどうか。

○ 左図の構想区域では、例えば、D及びE医療機関が、「多数の領域で
『類似かつ近接』と分析される医療機関」と考えられるが、これらの医療
機関以外に実績を有するのは下記の医療機関である。
・消化器悪性腫瘍手術では、A,B,C
・心臓カテーテル手術では、B,A
・救急車受け入れでは、B,C,A
・小児入院管理料では、B

○ そのため、領域ごとに、機能連携や機能再編等に関する協議を実施する
相手方が異なる。

○ また、機能再編等を行う際には、その他の医療機関との連携等について
も検討する必要がある。

消化器悪性腫瘍手術

救急車受け入れ

心臓カテーテル手術（急性）

小児入院管理料
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公立・公的医療機関等に求める再検証のスケジュールについて

〇 具体的対応方針の再検証の要請を受けた際は、再編統合（ダウンサイジングや、機能
の分化・連携・集約化、機能転換・連携等を含む）について特に議論が必要な公立・公
的医療機関等は、構想区域の他の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏ま
えて、協議し、遅くとも2020年９月末までに結論を得ることとしてはどうか。

〇 この際、公立病院については当該自治体の議会に、公的医療機関等については、該当
する場合はその団体本部に対し、地域医療構想調整会議の協議に諮ることの合意が必要
な場合は、予め得ておくこととしてはどうか。（再検証後の具体的対応方針の内容を議
会に承認されるには時間を要する可能性があるため、議会等の承認が必要な場合につい
ては、当該承認を得ることについて、時期はいつでも良い。）

〇 「多数の領域で『類似かつ近接』と分析される医療機関」を有する構想区域におい
て、構想区域全体の2025年の医療提供体制について、目指すべき姿を検証することを都
道府県に対して要請する際には、上記に伴って検討を行い、遅くとも2020年９月末まで
に地域医療構想調整会議の結論を得ることとしてはどうか。

〇 一方で、具体的対応方針の再検証において、再編統合（ダウンサイジングや、機能の
分化・連携・集約化、機能転換・連携等を含む）を伴わない場合については、2020年３
月末までに結論を得ることとしてはどうか。
※ 2019年3月末までに策定・合意された具体的対応方針が、現状追認となっているような
医療機関に対しても具体的対応方針についての議論を求める際、上記と同様のスケジュール
で進めることとしてはどうか。
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再検証における「都道府県単位で設置された地域医療構想調整会議」の活用等について

〇 具体的対応方針の再検証においては、構想区域単位で地域医療構想調整会議を開催し、
結果について、合意を得ることとなる。

○ しかしながら、地域医療構想調整会議においては、地域の医療提供体制における直接
の当事者も構成員に含まれている場合もあり、地域医療構想に沿った役割分担等ついて、
意見を述べることが困難な事例が存在することが指摘されている。このように、構想区
域単位の地域医療構想調整会議において、議論が尽くせない可能性もあると考えられる。

○ このような指摘も踏まえ、議論の進め方の具体的な論点・プロセス等について、国が
整理し、追って提示する等、必要な支援を行うこととしているが、再検証された具体的
対応方針について、各都道府県の関係者等が確認し、必要に応じて指摘等を行うことで、
具体的対応方針がより真に構想の実現に沿ったものとなるのではないか。

○ そのため、再検証を終えた具体的対応方針について、各都道府県単位で設置された地
域医療構想調整会議において取り上げ、より地域医療構想の実現に沿ったものとなるよ
う、関係者に対して、助言・指摘等を行うこととしてはどうか。
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具体的対応方針の再検証に当たっての留意事項

○ 地域医療構想調整会議において、2017-2018年度の２年間程度で集中的な検討を進め
ることとした中で、特に公立・公的医療機関等に対しては、それぞれ「新公立病院改革
プラン」「公的医療機関等２０２５プラン」を策定し、民間医療機関との役割分担を踏
まえ、公立・公的医療機関等でなければ担えない分野へ重点化された具体的対応方針で
あるか確認することを求めてきた。

○ また、これまでの本WGの議論の中で、公立・公的医療機関等の中でも、公的に期待さ
れている役割や税制上・財政上の優遇措置等の状況が、設置主体によって異なるのでは
ないか、という指摘がなされてきた。

○ これらの指摘を踏まえ、公立病院を除く公的医療機関等については、公立病院と異な
り、法に基づいて、診療事業会計に対して繰り入れ等を行っているものではないため、
具体的対応方針の再検証に当たっては、留意を行うこととしてはどうか。

○ また、地域医療支援病院のうち、民間の病院については、税制上の優遇措置や期待さ
れる役割が医療法上の公的医療機関等（一般の医療機関に常に期待することができない
業務を積極的に行い、一体的に運営する等）とは異なると考えられるため、具体的対応
方針の再検証に当たっては、留意を行うことしてはどうか。
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最後に
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ま と め

○ 地域医療構想の目的は、2025年に向けて、地域ごとに効率的で不足のない医療提供体制を構築する
ことです。地域医療構想の実現により、限られた医療資源をそれぞれの地域で真に活用し、次の時代
に対応した医療を構築することができると考えています。

○ 地域医療構想の実現に向けては、関係者のご理解・ご協力の下、これまでも地域で議論が積み重ね
られてきましたが、さらに取組を進めていく観点から、今回、高度急性期・急性期機能に着目した客
観的なデータを国から提供し、改めて、それぞれの医療機関に対し、今後の医療機能のあり方を考え
て頂くことといたしました。
※客観的データについては、「地域医療構想に関するワーキンググループ」における議論に基づくものです。

○ 今回の取組は、一定の条件を設定して急性期機能等に関する医療機能について分析し、各医療機関
が担う急性期機能やそのために必要な病床数等について再検証をお願いするものです。したがって、
必ずしも医療機関そのものの統廃合を決めるものではありません。また、病院が将来担うべき役割や、
それに必要なダウンサイジング・機能分化等の方向性を機械的に決めるものでもありません。

○ 今回の分析だけでは判断しえない診療領域や地域の実情に関する知見も補いながら、地域医療構想
調整会議の議論を活性化し議論を尽くして頂き、2025年のあるべき姿に向けて必要な医療機能の見直
しを行っていただきたいと考えています。その際、ダウンサイジングや機能連携・分化を含む再編統
合も視野に議論を進めて頂きたいと考えています。

今回の分析結果は、地域医療調整会議の議論の活性化使用していただきたい
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都
道
府
県

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。
※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療

需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、

「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択

地域医療構想について
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○対象となる経費
自主的なダウンサイジングに伴い不要となる病棟・病室等を他の用途へ変

更（機能転換以外）するために必要な改修費用

○対象となる建物
各都道府県の地域医療構想公示日までに取得（契約）したもの

○標準単価
１㎡当たり単価：（鉄筋コンクリート）200,900円

（ブロック） 175,100円

○対象となる経費
自主的なダウンサイジングに伴い、不要となる建物（病棟・病室等）や不

要となる医療機器の処分（廃棄、解体又は売却）に係る損失（財務諸表上の
特別損失に計上される金額に限る）

○対象となる建物及び医療機器
各都道府県の地域医療構想公示日までに取得（契約）したもの

※ 医療機器については、廃棄又は売却した場合に発生する損失のみを対象（「有姿除
却」は対象外）。
建物については、廃棄又は売却した場合に発生する損失を対象とするが、法人税法上

「有姿除却」として認められる場合に限り、廃棄又は売却を伴わない損失についても対
象。この場合、翌年度以降、解体する際に発生する損失についても対象。

○対象となる勘定科目
・固定資産除却損：固定資産を廃棄した場合の帳簿価額及び撤去費用
・固定資産廃棄損：固定資産を廃棄した場合の撤去費用
・固定資産売却損：固定資産の売却価額がその帳簿価額に不足する差額

○対象となる経費
早期退職制度（法人等の就業規則等で定めたものに限

る）の活用により上積みされた退職金の割増相当額

○対象となる職員
地域医療構想の達成に向けた機能転換やダウンサイジン

グに伴い退職する職員

○上限額 6,000千円／人

１．（１）建物の改修整備費

１．（２）建物や医療機器の処分に係る損失

１．（３）人件費

○対象となる経費
医療機関や金融機関等の関係者に地域医療構想を理解し

てもらうために、地域医療構想調整会議が主催するセミ
ナー、会議等の開催に必要となる経費

※ 医療機関が将来を見据えた投資を行う場合や、金融機関が医療
機関に融資を行う場合には、関係する医療機関と金融機関とが、地
域医療構想の考え方や議論の状況等に共通の認識を持ち、地域医療
構想に沿った事業計画に基づき適切な投資・融資が行われる必要が
ある。

【具体的な対象経費】
人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、会場借料、
委託料等

※ 本事業について、医療機関だけでなく、金融機関にも効果的な
周知がなされるような方策について、金融庁と協議中。

２．地域医療構想調整会議が主催した地域医療構想
セミナーの開催費用

地域医療介護総合確保基金の対象事業の拡充（平成30年度～） ※平成30年２月７日付地域医療計画課長通知
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病床の機能分化・連携に特に必要な整備であれば医療機関の再編統合に係る整備や、病床のダウンサイジングに係る整備等も対象

再編統合等により建替や廃止等を行う医療機関の損失も対象

（１）「回復期病床への転換」以外の施設設備整備 ※標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係

地域医療介護総合確保基金の対象事業の明確化（平成30年度～） ※平成30年９月14日付地域医療計画課事務連絡

基金の積極的かつ効果的な活用を図り、地域医療構想の達成に向けた取組を進めるため、特に疑義照
会が多く寄せられる以下の事項について対象経費を明確化。

（３）建物や医療機器の処分に係る損失
※「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例の取扱いについて」（平成29年2月7付け地域医療計画課長通知）の１．（２）関係

建物の改修整備の一環として行う設備整備や備品の購入に要する費用も対象

① 医療機関の再編統合に伴う研修経費

医療機関の再編統合により統合先医療機関に異動予定となった職員が、統合先医療機関における研修を受けるために要する費用
（旅費等）も対象

※基金による支援は、地域医療構想調整会議において再編統合が合意された日から再編統合前日までを基本とする

② 地域医療連携の促進経費

都道府県や医師会、医療法人等が、医療機関等の関係者に対して地域医療連携の促進を図るために開催する説明会や相談会等の
運営等に要する費用も対象

※地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携の取組につながるよう、都道府県が説明会や相談会等に関与すること

（２）建物の改修整備費
※「地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る標準事業例の取扱いについて」（平成29年2月7付け地域医療計画課長通知）の１．（１）関係

（４）その他 ※標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係
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○都道府県主催研修会とは

地域医療構想の進め方について、各構想区域の地域医療構想調整会議の参加者や議長、事務局を含む関係者間の共有を図るために都道府
県で開催する研修会

※都道府県医師会等の関係者と十分に協議を行い、共催も含め、より実効的な開催方法について検討

○研修内容

地域医療計画課が実施する「都道府県医療政策研修会」等を参考に、行政からの説明、事例紹介、グループワーク等を実施

※行政からの説明や事例紹介の実施に当たり、厚生労働省の担当者を派遣することが可能

○対象者

地域医療構想調整会議の議長、その他の参加者、地域医療構想調整会議の事務局担当者

（１）都道府県主催研修会の開催経費

地域医療介護総合確保基金の対象事業の拡充（平成30年度～） ※平成30年６月22日付医政局長通知

地域医療構想調整会議における議論を一層活性化させるため以下についても対象経費として認める。

○地域医療構想アドバイザーとは

地域医療構想の進め方に関して地域医療構想調整会議の事務局に助言を行う役割や、地域医療構想調整会議に参加し、議論が活性化する
よう参加者に助言を行う役割を担う

厚生労働省は都道府県の推薦を踏まえて都道府県ごとに「地域医療構想アドバイザー」を選出した上で、その役割を適切に果たせるよ
う、研修の実施やデータの提供などの技術的支援を実施する

（２）地域医療構想アドバイザーの活動に係る経費
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【事業区分Ⅰ】※標準事業例５「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備」関係

地域医療介護総合確保基金の対象事業の拡充・明確化（平成3１年度～） ※平成31年2月19日付地域医療計画課長通知

【事業区分Ⅳ】】※標準事業例26「医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築」関係

① 再編統合等を行おうとする医療機関が、都道府県が地域医療構想に精通していると認め、都道府県が選定した中小企業診断士等の専門家に相談等を行う際に
必要となる経費

② 再編統合等を行おうとする医療機関が、都道府県立ち会いの下で再編統合等に関する協議を行う際に必要となる経費
③ 再編統合等を行おうとする医療機関が、再編統合等後の施設の基本設計・実施設計を行う際に必要となる経費

（１）再編統合、ダウンサイジング、機能転換（以下、「再編統合等」という。）の計画の策定に当たって必要となる経費

① 再編統合等に当たって、医療機器やベッド等の備品を移転するために必要となる経費
② 再編統合等に当たって、患者の搬送、退院支援等を行うために必要となる経費

（２）再編統合等の際に必要となる経費

（３）再編統合等に付随して一体的に行う医療従事者の宿舎、院内保育所等の施設設備整備費

将来的に地域医療を担う人材に対し、都道府県と連携して大学が実施する地域医療に関する理解促進を図るためのセミナー、出前講義、会議の開催等に必
要となる経費

【対象経費】人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、会議借料、委託料等

（１）将来的に医師として地域医療を担う人材に対する地域医療の理解促進に要する費用

若手医師や医学生が地域医療を実際に体験するため、都道府県と連携して大学がへき地等で実施する地域医療研修、地域医療従事者との意見交換会の
開催等に必要となる経費

【対象経費】人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、会議借料、委託料等

（２）医師定着及び将来にわたる持続的な医師派遣体制の構築にかかる経費

基金の有効かつ効率的な活用を図るため、事業区分Ⅰ及びⅣの対象経費を拡充・明確化。
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１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

地域医療構想を策定

(平成29年３月31現在、全ての都道府県で策定済)

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「地域医療構想調整会議」の開催

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 医療介護総合確保基金を都道府県に設置

医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○　人/日 ○○○　病床

急性期 □□□　人/日 □□□　病床

回復期 △△△　人/日 △△△　病床

慢性期 ▲▲▲　人/日 ▲▲▲　病床

2025年（推計）

公立病院改革の推進

医療介護総合確保推進法（H27年4月施行）

に基づく取組（厚生労働省）

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕

70.3% 

53.6% 

29.7% 

46.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度

25年度

≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院

・再編等の結果、公立病院数は減少
H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６９病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

・民間譲渡・診療所化 ５０病院

【赤字】 【黒字】
（予定含む数）

１ 新公立病院改革プランの策定を要請
（１) 策定時期：地域医療構想の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し
（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置
再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）
○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定
○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請。
平成30年11月末時点で全ての公立病院が新公立病院改革プランを策定済。
医療提供体制の改革と連携して公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

公立病院改革ガイドライン（H19年12月）に基づくこれまでの取組の成果

連携

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化
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新公立病院改革ガイドラインにおける公立病院に期待される主な機能

【新公立病院改革ガイドライン（平成27年３月）より抜粋】
第２ 地方公共団体における新公立病院改革プランの策定
３ 新改革プランの内容
(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

公立病院に期待される主な機能を具体的に例示すれば、①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が
困難な過疎地等における一般医療の提供、②救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関
わる医療の提供、③県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高
度・先進医療の提供、④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能などが挙げられる。

前ガイドラインにおいても、改革を通じて、 自らの公立病院の果たすべき役割を見直し、改めて明確化する
べきことが強調されていたが、今般の公立病院改革は、民間病院を対象に含めた地域医療構想の実現に向
けた取組と並行して行われるものであることから、必然的に、公立病院の役割を従来にも増して精査すること
となる。

①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の
提供

②救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供
③県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある

高度・先進医療の提供
④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能

公立病院に期待される主な機能の具体例
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公的医療機関等２０２５プラン

○ 公的医療機関※、共済組合、健康保険組合、国民健康保険組合、地域医療機能推進機構、国立病院機構及び労働者健康安
全機構が開設する医療機関、地域医療支援病院及び特定機能病院について、地域における今後の方向性について記載した
「公的医療機関等２０２５プラン」を作成し、策定したプランを踏まえ、地域医療構想調整会議においてその役割について議論す
るよう要請。 ※新公立病院改革プランの策定対象となっている公立病院は除く。

【基本情報】
・医療機関名、開設主体、所在地 等

【現状と課題】
・構想区域の現状と課題

・当該医療機関の現状と課題 等

【今後の方針】
・当該医療機関が今後地域において担うべき役割 等

○ 各医療機関におけるプランの策定過程においても、地域の関係者からの意見を聴くなどにより、構想区域ごとの医療提供体制と整合的なプランの策定が求
められる。

○ 各医療機関は、プラン策定後、速やかにその内容を地域医療構想調整会議に提示し、地域の関係者からの意見を聴いた上で、地域の他の医療機関との
役割分担や連携体制も含め、構想区域全体における医療提供体制との整合性をはかることが必要。地域医療構想調整会議における協議の方向性との齟
齬が生じた場合には、策定したプランを見直すこととする。

○ さらに、上記以外の医療機関においても、構想区域ごとの医療提供体制の現状と、現に地域において担っている役割を踏まえた今後の方針を検討すること
は、構想区域における適切な医療提供体制の構築の観点から重要である。まずは、それぞれの医療機関が、自主的に検討するとともに、地域の関係者と
の議論を進めることが望ましい。

【具体的な計画】
・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する事項

（例）・４機能ごとの病床のあり方について
・診療科の見直しについて 等

・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する、具体的な数値目標
（例）・病床稼働率、手術室稼働率等、当該医療機関の実績に関する項目

・紹介率、逆紹介率等、地域との連携に関する項目、人件費率等、
経営に関する項目 等

記載事項

留意点

○救急医療や災害医療等の政策医療を主として担う医療機関：平成29年９月末
（３回目の地域医療構想調整会議で議論）

○その他の医療機関：平成29年12月末 （４回目の地域医療構想調整会議で議論）

策定期限
４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月

病床機能報告等の
データ等を踏まえ、
各医療機関の役割
を明確化

医療機能、事業等
ごとの不足を補う
ための具体策を議
論

各役割を担う医療
機関名を挙げ、機
能転換等の具体策
の決定

具体的な医療機関
名や進捗評価指標、
次年度基金の活用
等を含む取りまと
め

●地域医療構想調整会議の議論のサイクル

約830病院対象病院数 （平成29年８月４日付け医政発0804第２号厚生労働省医政局長通知により、各開設主体の長あてに依頼）
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都道府県、市町村、地方公共団体の組合、国民健康保険団体連合会及び国民健康保険組合、日本赤十字社、社
会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会

公的医療機関等について

○ 公的医療機関は、「戦後、医療機関の計画的整備を図るに当たり、国民に必要な医療を

確保するとともに、医療の向上を進めるための中核」としての役割を担うものとされ、また、

公的医療機関は、「医療のみならず保健、予防、医療関係者の養成、へき地における医療

等一般の医療機関に常に期待することのできない業務を積極的に行い、これらを一体的に

運営」するという特徴を有する。

○ また、医療法第７条の２第１項では、公的医療機関の開設者を含む以下の者が規定され

ており、これらの者が開設する医療機関（公的医療機関等）については、地域医療構想の

達成を図るために都道府県知事が行使することができることとされている権限の位置付け

が、他の医療機関に対するものと異なる。

○ 公的医療機関は、医療法第31条において、次の者が開設する医療機関とされている。

公的医療機関の開設者、国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会、公立学校共済組合、日本私
立学校振興・共済事業団、健康保険組合及び健康保険組合連合会、国民健康保険組合及び国民健康保険団体連
合会、独立行政法人地域医療機能推進機構

※「」部分は医療法コンメンタールより抜粋
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＊１：政府出資金とは、独立行政法人等において、その業務を確実に実施するために必要な資本金その他の財産的基礎を有する必要があり、これに対して政府が出資することをいう（参考：独立行政法人通則法第８条第１項）。日本私立学校振興・共済事業団
に関しては、私立学校への助成事業のみ。

＊２：運営費交付金とは、独立行政法人が行う業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する金額について、国が予算の範囲内で交付する資金。
＊３：地方公営企業法第17条の2（経費の負担の原則）及び総務省が定めた繰出基準（総務副大臣通知）に基づき、一般会計が負担すべき経費（経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみ

をもって充てることが客観的に困難であると認められる経費）を公営企業会計に対して繰り入れているもの。
＊４：個別の補助金の目的や性質によって対象外にもなりえる。なお、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会の会員である厚生（医療）農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、公益社団法人、公益

財団法人、学校法人、社会医療法人、健康保険組合、国家公務員共済組合連合会及び公立学校共済組合が開設した病院について、公立病院と同様に当該地域の医療確保のため、公立病院に対する繰入金に準じて自治体から運営費に関する補助金
の交付を受けている場合がある。

＊５：経営する病院及び診療所において直接その用に供する資産などは非課税。
＊６：国立病院機構では、国期間分の退職給付金費用や臨床研究事業経費等に、労働者健康安全機構では、未払賃金立替払事業や研究・試験及び成果の普及事業等に使用されており、両機構とも診療事業には使用していない。
＊７：法人税法令で定める収益事業に該当する医療保健業、公益目的事業は非課税。
＊８：社会医療法人では、医療保健業（附帯業務、収益業務は除く。）は非課税。
＊９：医療法人では、医療保健業のうち、社会保険診療に係る所得は非課税。
＊10：自治体の条例により減免を行っている場合がある。

開設主体別医療機関の財政・税制上の措置
開設主体別医療機関 財政 税制

政府
出資金*１

運営費
交付金*２

・繰入金

補助金 国税 地方税

法人税
(医療保健業)

事業税
（医療保健業）

不動産取得税 固定資産税

公立病院 - ○*３ 対象*４ 非課税 非課税 非課税 非課税

国民健康保険組合 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

日本赤十字社 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

済生会 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

厚生連 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

北海道社会事業協会 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

国家公務員共済組合連合会 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

公立学校共済組合 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

日本私立学校振興・共済事業団 ○ - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

健康保険組合 - - 対象*４ 非課税 非課税 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

地域医療機能推進機構 ○ - 対象*４ 非課税 非課税 非課税 一部非課税＊５

国立病院機構 ○ ○*６ 対象*４ 非課税 非課税 非課税 一部非課税＊５

労働者健康安全機構 ○ ○*６ 対象*４ 非課税 非課税 非課税 一部非課税＊５

(参考）公益社団法人、公益財団法人 - - 対象*４ 一部非課税*７ 一部非課税*７ 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

（参考）社会医療法人 - - 対象*４ 一部非課税*８ 一部非課税*８ 一部非課税＊５ 一部非課税＊５

（参考）医療法人 - - 対象*４ 課税 一部非課税*９ 課税 課税*10

第９回地域医療構想に
関するＷＧ 資料2

一部改
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公的医療機関

開設者の範囲
【医療法第31条、
厚生省告示】

・都道府県
・市町村
・地方公共団体の組合
・国民健康保険団体連合会
・日本赤十字社
・社会福祉法人恩賜財団済生会
・厚生農業協同組合連合会
・社会福祉法人北海道社会事業協会

役割

・地域医療対策協議会への参画（努力義務）【医療法第30条の23】
・地域医療対策の実施に関する協力【医療法第31条】
・医師不足地域等における医師の確保に関する協力【〃】

都道府県知事の権限
（地域医療構想

関連）

命令・指示・勧告※に従わなかった旨の公表【医療法第７条の２第７項、第27条の２第３項、第30条
の18】

※ ・過剰な医療機能へ病床機能を変更しないことの命令（公的医療機関等）、勧告（民間医療機関）
・不足する医療機能に係る医療を提供することの指示（公的医療機関等）、勧告（民間医療機関）
・開設等許可に付与した条件（不足する医療機能に係る医療を提供する旨）に従うべきことの命令
・非稼働病床の削減の命令（公的医療機関等）、勧告（民間医療機関）

公的医療機関について

注）上表の「都道府県知事の権限」欄における「公的医療機関等」には、公的医療機関の他、医療法第７条の２
第１項第２号から第８号に掲げる者（共済組合、健康保険組合、地域医療機能推進機構等）が開設する医療機
関が含まれる。

第４回地域医療構想に
関するＷＧ 資料３
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地域医療支援病院 特定機能病院

役割

管理者の行うべき事項【医療法第16条の２】
・医療機器の共同利用の実施
・救急医療の提供
・地域の医療従事者に対する研修の実施
・紹介患者に対する医療の提供（逆紹介も含む）等

管理者の行うべき事項【医療法第16条の３】
・高度の医療の提供
・高度の医療技術の開発・評価
・高度の医療に関する研修 等

その他
・地域医療対策協議会への参画（努力義務）【医療法第30条の23】
・地域医療対策の実施に関する協力（努力義務）【医療法第30条の27】
・医師不足地域等における医師の確保に関する協力（努力義務）【〃】

医療機関数 539病院（平成29年２月末時点） 85病院（平成29年４月１日時点）

都道府県知
事の権限
（地域医療
構想関連）

命令・指示・勧告※１に従わない地域医療支援病院・特定機能病院※２は承認を取消し【医療法第29条第３項及
び第４項】

※１ ・過剰な医療機能へ病床機能を変更しないことの命令（公的医療機関等）、勧告（民間医療機関）
・不足する医療機能に係る医療を提供することの指示（公的医療機関等）、勧告（民間医療機関）
・開設等許可に付与した条件（不足する医療機能に係る医療を提供する旨）に従うべきことの命令
・非稼働病床の削減の命令（公的医療機関等）、勧告（民間医療機関）

※２ 特定機能病院の取消しは厚生労働大臣が行う。

地域医療支援病院・特定機能病院について
第４回地域医療構想に
関するＷＧ 資料３
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患者に身近な地域で医療が提供されることが望ましいという観点から、紹介患者に対する医療提供、
医療機器等の共同利用の実施等を通じて、第一線の地域医療を担うかかりつけ医、かかりつけ歯科医等
を支援する能力を備え、地域医療の確保を図る病院として、平成９年の医療法改正において創設
（都道府県知事が個別に承認）。

※承認を受けている病院（平成29年2月末現在） … 539病院

○ 紹介患者に対する医療の提供（かかりつけ医等への患者の逆紹介も含む）
○ 医療機器の共同利用の実施
○ 救急医療の提供
○ 地域の医療従事者に対する研修の実施

○ 開設主体：原則として国、都道府県、市町村、社会医療法人、医療法人等
○ 紹介患者中心の医療を提供していること
① 紹介率80％を上回っていること
② 紹介率が65％を超え、かつ、逆紹介率が40％を超えること
③ 紹介率が50％を超え、かつ、逆紹介率が70％を超えること

○ 救急医療を提供する能力を有すること
○ 建物、設備、機器等を地域の医師等が利用できる体制を確保していること
○ 地域医療従事者に対する研修を行っていること
○ 原則として200床以上の病床、及び地域医療支援病院としてふさわしい施設を有すること 等

承認要件

趣 旨

役 割

地域医療支援病院制度について
第 ７ 回 地 域 医 療 構 想
に 関 す る W G

平 成 ２ ９ 年 ７ 月 １ ９ 日

資料

１
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医療施設機能の体系化の一環として、高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び高度の医療に関する研修を
実施する能力等を備えた病院について、厚生労働大臣が個別に承認するもの。

※承認を受けている病院（平成29年４月１日現在） … 85病院（大学病院本院78病院）

○ 高度の医療の提供 ○高度の医療技術の開発・評価 ○高度の医療に関する研修

○ 高度の医療の提供、開発及び評価、並びに研修を実施する能力を有すること
○ 他の病院又は診療所から紹介された患者に対し、医療を提供すること（紹介率50％以上、逆紹介率40％以上）
○ 病床数 ･･････400床以上の病床を有することが必要
○ 人員配置

・医 師････通常の病院の２倍程度の配置が最低基準。医師の配置基準の半数以上が15種類いずれかの専門医。
・薬剤師････入院患者数÷30が最低基準。（一般は入院患者数÷70）
・看護師等･･入院患者数÷２が最低基準。（一般は入院患者数÷３）
［外来については、患者数÷30で一般病院と同じ］
・管理栄養士１名以上配置。

○ 構造設備････集中治療室、無菌病室、医薬品情報管理室が必要
○ 医療安全管理体制の整備
・医療安全管理責任者の配置
・専従の医師、薬剤師及び看護師の医療安全管理部門への配置
・監査委員会による外部監査
・高難度新規医療技術及び未承認新規医薬品等を用いた医療の提供の適否を決定する部門の設置

○ 原則定められた16の診療科を標榜していること
○ 査読のある雑誌に掲載された英語論文数が年70件以上あること 等

承認要件

趣 旨

役 割

特定機能病院制度の概要

※ がん等の特定の領域に対応する特定機能病院に関しては、診療科の標榜、紹介率・逆紹介率等について、別途、承認要件を設定。

第 ７ 回 地 域 医 療 構 想
に 関 す る W G

平 成 ２ ９ 年 ７ 月 １ ９ 日
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地域医療構想を実現する上での課題および関連する検討事項の例

○ 再編統合やダウンサイジングといった公立医療機関の取組の方向性について、地域医
療構想調整会議における協議の結果よりも、首長の意向が優先される恐れがあるとの指
摘があることから、公立医療機関を有する地方自治体の首長が、地域医療構想調整会議
の協議の内容を理解し、地域の合意内容に沿わない取組が行われないようにするために
必要な対策について検討を進める必要がある。

〇 公立・公的医療機関等の補助金等の投入・活用状況について、十分に可視化されてお
らず、地域医療構想調整会議の協議に活用されていないとの指摘があることから、補助金
等の情報を適切かつ分かりやすく可視化するために必要な対策について検討を進める必
要がある。

〇 再編統合等の取組を具体的に進める上では、職員の雇用に係る課題や借入金債務等
の財務上の課題への対応が必要となるが、厚生労働省において、公的医療機関等の本
部とも連携しながら、各医療機関が地域の医療需要の動向に沿って、真に必要な規模の
診療体制に円滑に移行するために必要な対策について検討を進める必要がある。

〇 病床規模が類似した病院同士や、設立母体が異なる病院同士の再編統合については、
特に協議が難航するとの指摘もあることから、このような場合には、協議のスケジュールに
より一層の留意が必要である。

第２１回地域医療構想に関するWG（2019年5月16日）資料２より抜粋

第３２回社会保障WG
（令和元年５月２３日）
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